年 末 年 始 事 業 配 分 金 交 付 要 領

（趣    旨）

第１条  この要領は、年末年始に民間の福祉団体等によって行われる地域福祉事業・生活支援活動に対し、共同募金の配分金により、事業費の一部を支援するために必要な事項を定めるものとする。

（交付の対象）

第２条  この配分金は別表に示した事業のうち、１件の総事業費が５万円以上のものを交付の対象とする。

（配分金の額）

第３条  この配分金の額は、前条の交付対象事業に係わる総経費に２分の１を乗じて得た額とし、１円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。ただし、５万円を限度とする。

（配分金の交付申請）

第４条  この配分金の交付を受けようとする者は、年末年始事業配分金交付申請書（別記様式第１号）を、原則として毎年度９月３０日までに羽島市社会福祉協議会会長（以下「会長」という。）に提出しなければならない。

（配分金の交付内定）

第５条  会長は、前条の規定により提出された書類の内容を審査して適当と認めた場合は、速やかに年末年始事業配分金内定通知書（別記様式第２号）により申請者に通知するものとする。

（実績報告）

第６条  配分金の交付内定を受けた者は、事業完了後１週間以内に年末年始事業実績報告書（別記様式第３号）を会長に提出するものとする。

（配分金の交付決定）

第７条  会長は、前条の規定により提出された書類の内容を審査して適当と認めた場合は、速やかに年末年始事業配分金決定通知書（別記様式第４号）により申請者に通知するものとする。

（配分金の請求）

第８条  配分金の交付決定を受けた者（以下「受配者」という。）は年末年始事業配分金交付請求書（別記様式第５号）を会長に提出するものとする。

（受配表示）

第９条  受配者は、事業実施過程で共同募金の配分事業であることを明示しなければならない。

（委任）

第１０条  この要領に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。

          付  則

        この要領は、交付の日から施行する。

          付  則（平成７年１２月５日一部改正議決）

        この要領は、平成８年４月１日から適用する。

          付  則（平成１０年３月２７日一部改正議決）

        この要領は、平成１０年４月１日から適用する。

          付  則（平成１９年２月２３日一部改正議決）

        この要領は、平成２０年４月１日から適用する。

          付  則（平成２２年３月２４日一部改正議決）

        この要領は、平成２２年４月１日から適用する。

付  則（平成３０年１１月２６日一部改正決裁）

        この要領は、平成３１年４月１日から適用する。

別表（第２条関係）

	実施主体
	内    容

	羽島市内の障がい児者及びその家族が主な構成員である当事者団体

（下部組織を除く）
	  団体の構成員とその家族が、それ以外の人（地域住民、ボランティア等）の協力を得て実施する事業で、年末年始という特徴のあるもの

例）クリスマス会、餅つき大会、新春の集い等

	羽島市社会福祉協議会支部及び羽島市内の特定非営利活動法人

（主な活動分野が「保健・医療・福祉」に限る）
	  要支援者等と地域住民が交流する事業や孤立予防を目的とする事業、または住民参加型の生活支援活動で、年末年始という特徴のあるもの

例）・クリスマス会、餅つき大会、新春の集い
・餅、おせち料理を持参しての見守り活動
・ひとり暮らし高齢者などを対象にした大掃除、買出し、障子の張替え


＜備  考＞

○事業の実施期間は、原則として毎年度１２月１日から１月２０日までとする。

○地域住民との交流事業を実施するときは、広く地域住民に参加を呼びかけることとする。
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